
第 4 4号 議 案
平 成 3 0年 1 2月 2 0日 

任 用 給 与 課 
試 験 課 

東京都人事委員会規則等の一部改正について（会計年度任用職員関係・ 

給与関係等） 

標記の件について、下記Ⅰの東京都人事委員会規則については、別添１のとおり改正

し、施行する。 

また、下記Ⅱの東京都規則等の一部改正については申請・協議（別添２）のとおり承

認・同意し、下記Ⅲの人事委員会承認事項の一部改正については申請（別添３）のとお

り承認する。 

記 

Ⅰ 東京都人事委員会規則の一部改正（別添１） 

１ 職員の試験及び選考に関する規則の一部を改正する規則 

２ 職員の条件附採用の期間の延長に関する規則の一部を改正する規則 

３ 職員の臨時的任用に関する規則の一部を改正する規則 

Ⅱ 東京都規則等の一部改正（別添２） 

１ 一般職非常勤職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則 

２ 東京都教育委員会一般職非常勤職員の任用等に関する規則の一部を改正する規

則 

３ 東京都公立学校一般職非常勤職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則 

４ 一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部改正（議会） 

５ 警視庁一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部改正 

６ 東京消防庁一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部改正 

７ 東京都交通局一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部を改正する規程 

８ 東京都水道局一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部を改正する規程 

９ 東京都下水道局一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部を改正する規程 

10 東京都人事委員会処務規則の一部を改正する規則 
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11 東京都監査事務局処務規程の一部改正 

12 東京都選挙管理委員会事務局処務規程の一部改正 

13 職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

14 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

15 一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

16 東京都教育委員会一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改

正する規則 

17 東京都公立学校一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正

する規則 

18 東京都議会議会局一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

19 警視庁一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

20 東京消防庁一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

21 職員の育児休業等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

22 非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

23 都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則の一部を改正する規則 

24 職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則

【協議】 

25 職員の給与に関する条例第10条第３項第１号に規定する東京都規則で定める職

員を定める規則の一部を改正する規則 

26 職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

27 学校職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

28 職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

29 学校職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

30 学校職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則 

31 特地勤務手当等支給規程の一部を改正する規程（警視庁） 

Ⅲ 人事委員会承認事項の一部改正（別添３） 

１ 局長級職員の成績率の運用に関する要綱の制定について 

２ 成績率の運用に関する要綱の制定について（全任命権者） 
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Ⅰ 東京都人事委員会規則の一部改正 

１ 職員の試験及び選考に関する規則の一部を改正する規則 

会計年度任用職員制度の導入に伴い、所要の改正を行う。

項   目 
該 当 条 文 

内 容 

規 則 の 目 的 

第１条 

【文言整備】 

「地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）」 

→「地方公務員法（昭和 25年法律第 261号。以下「法」という。）」

選考により採用す

る職 

第２条 

【会計年度任用職員制度の導入に伴う規定整備】 

選考により採用する職に「法第 22条の２第１項第１号に掲げる会計年度

任用職員の職」を追加 

【規定整備】 

「前８号」 → 「前各号」 

施 行 期 日 

附則 

平成 32年４月１日 

２ 職員の条件附採用の期間の延長に関する規則の一部を改正する規則 

会計年度任用職員制度の導入に伴い、所要の改正を行う。

項   目 
該 当 条 文 内 容 

題 名 【文言整備】 

職員の条件付採用の期間の延長に関する規則 

規 則 の 目 的 

第１条 

【文言整備】 

「地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）」 

→「地方公務員法（昭和 25年法律第 261号。以下「法」という。）」

「第 22条第１項」→「第 22条及び第 22条の２第７項」

「基き」→「基づき」 「条件附採用」→「条件付採用」

条件付採用の期間

の延長 

第２条第１項 

第２項 

第３項（新設） 

【文言整備】 

「条件附採用」→「条件付採用」 「但し」→「ただし」 

「こえる」→「超える」 「終る」→「終わる」 

【会計年度任用職員の条件付採用期間の延長】 

会計年度任用職員について、条件付採用期間の開始後１か月間に実際の勤

務日数が 15日に満たない場合には 15日に達するまで条件付採用の期間を延

長（延長の限度は当該職員の任期まで） 

施 行 期 日 

附則 

平成 32年４月１日 
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３ 職員の臨時的任用に関する規則の一部を改正する規則 

地方公務員法の改正に伴い、所要の改正を行う。

項   目 
該 当 条 文 内 容 

臨時的任用の要件 

第２条 

【臨時的任用の要件の改正】 

「常時勤務を要する職に欠員を生じた場合において」の文言を追加 

文 言 整 備 

第１条 

第２条 

第３条 

【文言整備】 

「第 22条第２項」 → 「第 22条の３第１項」 

「おいては」 → 「該当するときは」 

「こえない」 → 「超えない」 

施 行 期 日 

附則 

平成 32年４月１日 
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Ⅱ 東京都規則等の一部改正 

１ 一般職非常勤職員の任用等に関する規則の一部を改正する規則 

  会計年度任用職員制度の導入に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 

内           容 

題 名 

 

【会計年度任用職員制度導入に伴う改正】 

「一般職非常勤職員の任用等に関する規則」 

→「会計年度任用職員の任用等に関する規則」 

趣 旨 

第１条 

【会計年度任用職員制度導入に伴う規定整備】 

「第 17条の規定に基づき任用される非常勤の職員」 

→「第 22条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用職員」 

定 義 

第２条第１号 

 

【会計年度任用職員制度導入に伴う職の基準の改正】 
 

（ 現 行 ）  

○ 一般職非常勤職員 

一会計年度を通じて、次に掲げる要件を全て満たす非常勤の職に従事

する者（これに相当する者を含む。） 
 
・ １月当たりの勤務日数がおおむね 11日から 16日まで 

・ １月当たりの勤務時間がおおむね 85時間 15分から 124時間まで 

・ １日の勤務時間が５時間 30分から７時間 45分まで 

 

 

（改正後） 

○ 会計年度任用職員 

法第 22条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用職員のうち、任期

を通じて、次に掲げる要件を全て満たす者（これに相当する者を含む。） 
 
・ １週間当たりの勤務時間が 31時間以内 

・ １日の勤務時間が７時間 45分以内 

任 用 

第４条第５項第１号 

 

 

第７項第３号 

【公募によらない再度任用ができる場合の規定整備】 

 ○ 「前年度に設置されていた職について、前年度に当該職に任用され

ていた者を当該職への任用の選考の対象とする場合」 

 → 「前年度に設置されていた職又は当年度に設置されている職（以下

「当該職」という。）に任用されていた者を当該職と同一の職務内容と

認められる職への任用の選考の対象とする場合」 

○ 「前年度」 → 「前年度及び当年度」 

任 期 

第５条第１項 

 

第２項（新設） 

 

【会計年度任用職員の任期】 

会計年度任用職員の任期は、その採用の日から同日の属する会計年度の末

日までの期間の範囲内で局長が定める。 
 
 
 

【会計年度任用職員の任期の更新に係る規定整備】 
 
任期が会計年度の末日までの期間に満たない場合には、勤務実績を考慮し

た上で、当該期間の範囲内において、その任期を更新することができる。 
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文 言 整 備 

第３条 

第４条第１項 

   第２項 

   第３項 

   第８項 

第６条 

【会計年度任用職員制度導入に伴う文言整備】 

 
「一般職非常勤職員」 → 「会計年度任用職員」 

 

施 行 期 日 

附則第１項 

 

平成 32年４月１日 

施 行 に 伴 う 措 置 

附則第２項 

   

附則第３項 

 

 
○ 施行の日前に設置された一般職及び特別職の非常勤の職と同一の職

務内容と認められる職は、公募によらない再度任用ができる職とみな

す。 

 

○ 前項の職に任用された職員の公募によらない再度任用の回数は、総務

局長が別に定める。 

 
２ 東京都教育委員会一般職非常勤職員の任用等に関する規則の一部を改正

する規則 

３ 東京都公立学校一般職非常勤職員の任用等に関する規則の一部を改正す

る規則 

４ 一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部改正（議会） 

５ 警視庁一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部改正 

６ 東京消防庁一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部改正 

７ 東京都交通局一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部を改正する

規程 

８ 東京都水道局一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部を改正する

規程 

９ 東京都下水道局一般職非常勤職員の任用等に関する規程の一部を改正す

る規程 

  「Ⅱ」の「１」と同様の改正を行う。 
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10 東京都人事委員会処務規則の一部を改正する規則 

  会計年度任用職員制度の導入に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

非常勤職員の任用 

第 20条 

【会計年度任用職員制度導入に伴う規定整備】 

「第 17条の規定に基づき任用する非常勤職員」 

→「第 22条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用職員」 

施 行 期 日 

附則 

平成 32年４月１日 

 
11 東京都監査事務局処務規程の一部改正 

12 東京都選挙管理委員会事務局処務規程の一部改正 

「Ⅱ」の「10」と同様の改正を行う。 

13 職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

  会計年度任用職員制度の導入及び結婚休暇の改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

新たに条例等の適

用を受ける職員の

年次有給休暇の付 

与 

第 12条第３項 

【会計年度任用職員制度導入に伴う改正】 

「一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規則」 

→ 「会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則」 

慶 弔 休 暇 

第 24条第３項 

【結婚休暇の取得始期の柔軟化】 

結婚休暇の取得始期である「結婚の日」は、婚姻の届出をした日又は結婚

した日のうち職員が選択した日とする。 

休 暇 等 の 申 請 

第 29条第２項 

第 29条第３項 

【結婚休暇の申請期間についての要件を撤廃】 

「結婚の日後１週間を経過する日までに限る」とする規定を廃止 

【規定廃止に伴う項ずれ等】 

 「第４項」→「第３項」 「前２項」→「前項」 

施 行 期 日 

附則第１項 

平成 31年１月１日 

規則名の改正規定は平成 32年４月１日から施行 

施行 に伴う措置 

附則第２項 

附則第３項 

 

○ 年次有給休暇の付与日数の計算に当たり、平成 32年３月 31日に一般

職非常勤職員であった者は会計年度任用職員として扱う。 

○ 結婚の日と申請日が共に平成 31年１月１日以後である場合に改正後

の規則を適用し、いずれかが平成 31年１月１日前である場合には従前

の例による。 
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14 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

  「Ⅱ」の「13」と同様の改正を行う。 

15 一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

会計年度任用職員制度の導入に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

題 名 

 

【会計年度任用職員制度導入に伴う改正】 

「一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規則」 

 →「会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則」 

趣 旨 

第１条 

【会計年度任用職員制度導入に伴う規定整備】 

「一般職非常勤職員」 

→「地方公務員法第 22条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用職員」 

勤 務 時 間 

第２条第１項 

   第２項 

【会計年度任用職員の勤務時間】 

○ １日につき７時間 45分を上限とし、任期を通じて１週間当たり 31

時間以内で任命権者が設定 

○ 職務の性質により特別の勤務形態が必要な場合は別に定める。 

勤務 日の割振り 

第３条 

【会計年度任用職員の勤務日の割振り】 

４週間ごとに勤務しない日が４日以上となるよう勤務日を割り振る。 

船員の勤務時間等

の特例 

第７条 

【会計年度任用職員の船員の勤務時間の上限】 

「28時間 37分」→「31時間」 

超 過 勤 務 

第８条 

【規定整備】 

「第３条第２項」を削除 
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年 次 有 給 休 暇 

第 12条第１項 

  

別表第１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第２項 

別表第２ 

 

【会計年度任用職員の年次有給休暇の付与日数】 

勤務日数が次のＡ～Ｃの場合を追加 

Ａ：週２日、月７～10日又は年 73～120日 

Ｂ：週１日、月４～６日又は年 48～72日 

Ｃ：月４日未満又は年 48日未満 

※ 週４日以上又は年 169日以上＝現行月 15・16日 

  週３日又は年 121～168日＝現行月 11～14日 として取り扱う。 

(１) 在職期間に応じた年度当初の付与日数 

都 の

在職期間 

１年 

未満 
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 

６年 

以上 

Ａ ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日 

Ｂ １日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日 

Ｃ ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 

(２) 年度途中に採用された場合の付与日数 

任期 11 月 10 月 ９月 ８月 ７月 ６月 ５月 ４月 ３月 ２月 １月 

Ａ ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 

Ｂ １日 １日 １日 １日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 

Ｃ ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 
 

    第３項 

別表第３ 
(３) 職員であった者が年度途中に引き続き新たな職に採用された場合

の新たな付与日数 

 ・ Ａの場合 
任期 

都の 

在職期間 
1２月 11 月 10 月 ９月 ８月 ７月 ６月 ５月 ４月 ３月 ２月 １月 

１年未満 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 

１年 ４日 ４日 ４日 ４日 ４日 ４日 ２日 ２日 １日 ０日 ０日 ０日 

２年 ４日 ４日 ４日 ４日 ４日 ４日 ２日 ２日 １日 ０日 ０日 ０日 

３年 ５日 ５日 ５日 ５日 ５日 ５日 ３日 ２日 １日 ０日 ０日 ０日 

４年 ６日 ６日 ６日 ６日 ６日 ６日 ４日 ２日 １日 ０日 ０日 ０日 

５年 ６日 ６日 ６日 ６日 ６日 ６日 ４日 ２日 １日 ０日 ０日 ０日 

６年以上 ７日 ７日 ７日 ７日 ７日 ７日 ４日 ３日 １日 ０日 ０日 ０日 

 ・ Ｂの場合 
任期 

都の 

在職期間 
1２月 11 月 10 月 ９月 ８月 ７月 ６月 ５月 ４月 ３月 ２月 １月 

１年未満 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 

１年 ２日 ２日 ２日 ２日 ２日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 ０日 

２年 ２日 ２日 ２日 ２日 ２日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 ０日 

３年 ２日 ２日 ２日 ２日 ２日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 ０日 

４年 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 

５年 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 

６年以上 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ３日 ２日 １日 １日 ０日 ０日 ０日 

 ・ Ｃの場合：都の在職期間及び任期に関わらず０日 
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 【年次有給休暇の付与日数計算】 

任用日の２年以上前に付与された年次有給休暇の日数については、付与

計算の対象から除外することを明確化 

【文言整備】 

「一月当たり」→「所定」 

「別表第２」→「別表第１」 「別表第３」→「別表第２」 

「別表第４」→「別表第３」 

「常勤職員、再任用短時間勤務職員又は特別職の非常勤の職」 

 →「いずれかの職（会計年度任用の職を除く。）」 

「一般職の非常勤」→「会計年度任用」 

「職員に任用された日」→「新たに職員に任用された日」 

「付与された」→「付与されていた」 

年次有給休暇の単位 

第 13条第３項 

    第４項 

【特別な勤務形態の職員の年次有給休暇の単位】 

 勤務日ごとの勤務時間数が異なる職員が１時間又は半日単位で取得し

た年次有給休暇の換算は、総務局長が別に定める。 

年次有給休暇の繰 

越し 

第 14条第１項 

【文言整備】 

「一般職の非常勤」→「東京都の会計年度任用」 

「別表第２」→「別表第１」 

特 別 休 暇 

第 15条第２項（新設） 

【特別休暇を取得できる職員】 

 子どもの看護休暇、夏季休暇及び短期の介護休暇を取得できる会計年

度任用職員は、勤務日数が週３日以上、月 11日以上又は年 121日以上の

者に限定 

子どもの看護休暇 

第 21条 

【子どもの看護休暇を時間単位で取得できる職員】 

 子どもの看護休暇を時間単位で取得できる会計年度任用職員は、勤務

時間が１日４時間以上の者に限定 

夏 季 休 暇 

第 24条第２項 

別表第４ 

【会計年度任用職員の夏季休暇の承認日数】 

 ・ 週４日以上、月 15日以上又は年 169日以上の場合：３日 

 ・ 週３日、月 11～14日又は年 121～168日の場合：２日 

【特別な勤務形態の職員の夏季休暇】 

 勤務日ごとの勤務時間数が異なる職員の夏季休暇は、総務局長が別に

定める。 

【文言整備】 

「一月当たり」→「所定」 「別表第５」→「別表第４」 

短期 の介護休暇 

第 25条 

【短期の介護休暇を時間単位で取得できる職員】 

 短期の介護休暇を時間単位で取得できる会計年度任用職員は、勤務時

間が１日４時間以上の者に限定 
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介護休暇を承認す

ることができる職 

員 

第 27条第３号（新設） 

【介護休暇を取得できる会計年度任用職員】 

 介護休暇を取得できる会計年度任用職員の要件として勤務日数が週３

日以上、月 11日以上又は年 121日以上を追加 

介 護 時 間 

第 28条 

【文言整備】 

 「一般職の非常勤の職員として」→「会計年度任用の職にあって」 

 介護時間を承認す

ることができる職 

員 

第 29条 

【介護時間を取得できる会計年度任用職員】 

介護時間を取得できる会計年度任用職員の要件として以下の２点を追加 

① 勤務日数が週３日以上、月 11日以上又は年 121日以上 

② 勤務時間が一日当たり６時間 15分以上 

特別休暇等の特例 

第 31条（新設） 

【特別休暇の同一年度内の取扱い】 

 同一年度中に、常勤職員等から会計年度任用職員になった場合又は会

計年度任用職員として任期が更新された場合、その年度において既に取

得した特別休暇等は現に在職する職において取得したものとみなす。 

１時間を単位とし

て使用した特別休

暇の日への換算等 

第 32条 

【特別な勤務形態の職員の特別休暇の換算】 

 勤務日ごとの勤務時間数が異なる職員が１時間単位で取得した子ども

の看護休暇及び短期の介護休暇の日への換算は、総務局長が別に定める。 

【規定の新設に伴う条ずれ】 

 「第 31条」→「第 32条」 

休 暇 等 の 申 請 

第 33条 

【規定の新設に伴う条ずれ等】 

「第 32条」→「第 33条」 「第 25条まで」を削除 

施 行 期 日 

附則第１項 

平成 32年４月１日 

施行 に伴う措置 

附則第２項 

改正前の規則による介護時間の取得の初日は改正後の規則による介護時

間の取得の初日とみなす。 

16 東京都教育委員会一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部

を改正する規則 

17 東京都公立学校一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を

改正する規則 

18 東京都議会議会局一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部

改正 

19 警視庁一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

20 東京消防庁一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

「Ⅱ」の「15」と同様の改正を行う。  
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21 職員の育児休業等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

会計年度任用職員制度の導入に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

条例第２条第１号

イ(3)の東京都規則

で定める非常勤職

員 

第３条（新設） 

【育児休業をすることができる非常勤職員】 

育児休業を取得できる非常勤職員の要件として勤務日数が週３日以上、

月 11日以上又は年 121日以上を追加 

条例第13条第１号

ロの東京都規則で

定める非常勤職員 

第８条の２（新設） 

【部分休業をすることができる非常勤職員】 

部分休業を取得できる非常勤職員の要件として以下の２点を追加 

① 勤務日数が週３日以上、月 11日以上又は年 121日以上 

② 勤務時間が一日当たり６時間 15分以上 

給 与 等 の 減 額 

第10条第２項 

【文言整備】 

 「非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例」 

  →「非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例」 

 「非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例施行規則」 

  →「非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例施行規則」 

文 言 整 備 

第３条の２ 

第３条の３ 

【規定の新設に伴う条ずれ】 

「第３条」→「第３条の２」 「第３条の２」→「第３条の３」 

施 行 期 日 

附則 

平成 32年４月１日 

22 非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

会計年度任用職員制度の導入に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

題 名 

 

 

【会計年度任用職員への期末手当の支給に伴う改正】 

 「非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例施行規則」 

  →「非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例施行規則」 

第 一 種 報 酬 

第６条第２項 

【第一種報酬額の改定】 

 任命権者が認める場合は、４月１日以外に改定できる旨を規定 
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期末手当の支給対

象外職員 

第17条（新設） 

第１項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 

 

【期末手当を支給されない会計年度任用職員】 

 ○ 基準日（６月１日及び 12月１日）に在職している者で、基準日現

在、以下に該当する者 

① 一会計年度において同一の任命権者に任用される期間が通算し

て６月未満 

② 基準日付採用者 

③ 心身の故障、災害による生死不明又は所在不明等で休職中の者 

④ 刑事休職中の者 

⑤ 停職中の者 

⑥ 専従休職中の者 

⑦ 育児休業中の者 

⑧ 地方自治法第 252条の 17の規定により派遣中の者 

⑨ 上記のほか、任命権者が別に定める者 

 ○ 基準日前１か月以内の退職者又は死亡者から除かれる者 

・ 退職、失職、又は死亡の日において、上記④～⑦、⑨のいずれ

かに該当した者 

・ 分限免職された者 

・ 欠格条項により失職した者 

・ 懲戒免職された者 

・ 条例の適用を受けていた者で、退職後新たに条例の適用を受け

ることとなった者 

期末手当の支給割合 

第18条（新設） 

 

【期末手当の支給割合】 

 支給期間（基準日以前６か月以内）における在職期間の区分に応じ、

常勤職員と同様に定める割合 

  （参考：「職員の期末手当に関する規則」第３条の表） 

在職期間 支給割合 

１５０日以上 １００／１００ 

１３５日以上１５０日未満  ９０／１００ 

１２０日以上１３５日未満  ８０／１００ 

１０５日以上１２０日未満  ７０／１００ 

 ９０日以上１０５日未満  ６０／１００ 

 ６０日以上 ９０日未満  ５０／１００ 

 ３０日以上 ６０日未満  ３０／１００ 

  １日以上 ３０日未満  １０／１００ 

０日 ０ 
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期末手当の支給割

合算定に係る在職

期間 

第19条（新設） 

第１項 

第２項 

 

 

 

 

 

 

第３項 

 

【在職期間の算定方法】 

 ○ 条例の適用を受ける会計年度任用職員として在職した期間につい

て、日を単位として計算 

 ○ 除算期間については、それぞれ定める割合を乗じて得た期間を除算 

・ 停職期間                       10割 

・ 専従休職期間                     10割 

・ 職務専念義務を免除された期間             10割 

  （非常災害による交通遮断等に該当する期間を除く。） 

・ 病気休職等、刑事休職期間               ５割 

・ 育児休業期間                     ５割 

・ 任命権者が別に定める事由に該当し、勤務しなかった期間 

              任命権者が別に定める割合 

・ 勤務時間の一部において、上記の事由により勤務しなかった期間 

              任命権者が別に定める期間 

在職 期間の通算 

第20条（新設） 

第１項 

 

 

第２項 

第３項 

【通算される者】 

 ○ 次の者から引き続き会計年度任用職員となった場合 

・ 給与条例又は学校職員給与条例の適用を受けていた者 

・ 特に任命権者が定める者 

【通算方法】 

 ○ 異なる任命権者に任用された期間は通算しない。 

 ○ 在職期間の算定は、任命権者が別に定める場合を除き、前条の規

定を準用 

期末手当基礎額の

意義 

第21条（新設） 

第１項 

第２項 

 

【期末手当基礎額】 

 月額報酬を受ける者：第一種報酬(超過勤務手当相当の報酬を除く。)の額 

 日額又は時間額報酬を受ける者：第一種報酬の額を月額に換算した額 

（上記によらない場合） 

 ○ 基準日前１か月以内に退職・失職・死亡した者 

退職・失職・死亡した日の前日における当該者が受けるべき第一種報

酬に基づく期末手当基礎額 

 ○ 基準日に労働者災害補償保険法等に基づき休業補償等を受けている者 

当該者の第一種報酬（減額されている場合は減額後の額）に基づく期

末手当基礎額 

 ○ 基準日に懲戒処分による減給期間中の者 

減給後の第一種報酬に基づく期末手当基礎額 

 ○ 基準日に育児休業中の者 

基準日における当該者が受けるべき第一種報酬に基づく期末手当基

礎額 

 ○ 任命権者が別に定める者  

 任命権者が別に定める期末手当基礎額 
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期末手当の支給日 

第22条（新設） 

第１項 

第２項 

第３項 

【期末手当の支給日】 

 ○ ６月期：６月 30日（任命権者が別に定める場合は 12月 10日） 

   12月期：12月 10日 

・ 支給日が土曜日又は日曜日のときは、直前の営業日 

・ 非常災害等により支給日に支給できない場合は、別に定める支給日 

期末手当基礎額の

端数計算 

第23条（新設） 

【期末手当基礎額の端数処理】 

 １円未満端数切捨て 

委 任 

第 24条（旧第 18条） 

【任命権者が定める必要な事項】 

 任命権者が定める事項に、期末手当を追加 

文 言 整 備 

第１条 

 

第６条第３項 

第６条第４項 

第10条第１項 

第15条第１項 

第15条第２項 

第16条第１項 

第16条第２項 

【会計年度任用職員制度導入に伴う文言整備】 

「非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例」 

 →「非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例」 

「一般職非常勤職員」→「会計年度任用職員」 

 

【文言整備】 

「第３条第３項第３号に規定する」→「第３条第３項第３号に掲げる」 

本 体 附 則 

第２項 

第３項   （削除） 

対象者不在に伴う規定削除 

施 行 期 日 

附則 

 

平成 32年４月１日 

第６条第２項ただし書及び附則の改正規定は平成 31年４月１日から施行 

 

23 都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則の一部を改正する規則 

会計年度任用職員制度の導入に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

設 置 

第２条 

 

【条例改正に伴う規定整備】 

任用根拠規定の削除 
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年次有給休暇の付与 

第20条第１項 

第２項 

   第４項第３号 

 

【規定整備】 

○ 「在職期間」→「第二十条在職期間」 

○ 「地方公務員法」→「法」 

○ 「日勤講師に任用された日」→「新たに日勤講師に任用された日」 

○ 「付与された」→「付与されていた」 

○ 「地方公務員の育児休業等に関する法律」→「育児休業法」に読替え 

介 護 休 暇 

第22条第３項第１号 

【規定整備】 

「在職期間」→「第二十条在職期間」 

介 護 時 間 

第22条の２第２項 
      

第22条の２第３項 

【規定整備】 

○ 「一般職の非常勤の職員として」→「会計年度任用の職にあって」 

○ 「在職期間」→「第二十条在職期間」 

期末手当の支給対

象外職員 

第30条（新設） 

第１項 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 

 

【期末手当を支給されない日勤講師】 

○ 基準日（６月１日及び12月１日）に在職している者で、基準日現在、

以下に該当する者 

 ① 心身の故障、災害による生死不明又は所在不明等で休職中の者 

 ② 刑事休職中の者 

 ③ 停職中の者 

 ④ 専従休職中の者 

 ⑤ 育児休業中の者 

 ⑥ 地方自治法第252条の17の規定により派遣中の者 

 ⑦ 上記のほか、教育長が別に定める者 

○ 基準日前１か月以内の退職者又は死亡者から除かれる者 

・ 退職、失職、又は死亡の日において、上記②～⑤、⑦に定める者

のいずれかに該当した者 

・ 分限免職された者 

・ 欠格条項により失職した者 

・ 懲戒免職された者 
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期末手当の支給割合 

第31条（新設） 

 

【期末手当の支給割合】 

支給期間（基準日以前６か月以内）における在職期間の区分に応じ、常

勤職員と同様に定める割合 

  （参考：「学校職員の期末手当に関する規則」第３条の表） 

在職期間 支給割合 

１５０日以上 １００／１００ 

１３５日以上１５０日未満  ９０／１００ 

１２０日以上１３５日未満  ８０／１００ 

１０５日以上１２０日未満  ７０／１００ 

 ９０日以上１０５日未満  ６０／１００ 

 ６０日以上 ９０日未満  ５０／１００ 

 ３０日以上 ６０日未満  ３０／１００ 

  １日以上 ３０日未満  １０／１００ 

０日 ０ 
 

期末手当の支給割

合算定に係る在職

期間 

第32条（新設） 

第１項 

第２項 

 

 

 

 

 

 

第３項 

【在職期間の算定方法】 

○ 条例の適用を受ける日勤講師として在職した期間について、日を単位

として計算 

○ 除算期間については、それぞれ定める割合を乗じて得た期間を除算 

・ 停職期間                       10割 

・ 専従休職期間                     10割 

・ 職務専念義務を免除された期間             10割 

 （非常災害による交通遮断等に該当する期間を除く） 

・ 病気休職等、刑事休職期間               ５割 

・ 育児休業期間                     ５割 

・ 教育長が別に定める事由に該当し、勤務しなかった期間 

                    教育長が別に定める割合 

・ 勤務時間の一部において、上記の事由により勤務しなかった期間 

                    教育長が別に定める期間 

在職 期間の通算 

第33条（新設） 

第１項 

 

 

第２項 

第３項 

【通算される者】 

 ○ 次の者から引き続き日勤講師となった場合 

・ 学校職員給与条例又は給与条例の適用を受けていた者 

・ 特に教育長が定める者 

【通算方法】 

 ○ 異なる任命権者に任用された期間は通算しない。 

 ○ 在職期間の算定は、教育長が別に定める場合を除き、前条の規定を準 

  用 
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期末手当基礎額の

意義 

第34条（新設） 

第１項 

第２項 

 

【期末手当基礎額】 

 第一種報酬(超過勤務手当相当の報酬を除く。)の額（月額 194,400円） 

（上記によらない場合） 

○ 基準日に労働者災害補償保険法等に基づき休業補償等を受けている者 

当該者の第一種報酬（減額されている場合は減額後の額）に基づく期

末手当基礎額 

○ 基準日に懲戒処分による減給期間中の者 

減給後の第一種報酬に基づく期末手当基礎額 

○ 基準日に育児休業中の者 

基準日における当該者が受けるべき第一種報酬に基づく期末手当基

礎額 

○ 教育長が別に定める者  

教育長が別に定める期末手当基礎額 

期末手当の支給日 

第35条（新設） 

第１項 

第２項 

第３項 

【期末手当の支給日】 

○ ６月期：６月30日 

12月期：12月10日 

・ 支給日が土曜日又は日曜日のときは、直前の営業日 

・ 非常災害等により支給日に支給できない場合は、別に定める支給日 

期末手当基礎額の

端数計算 

第36条（新設） 

【期末手当基礎額の端数処理】 

 １円未満端数切捨て 

派 遣 

第37条第３項 

   第４項 

【期末手当に関する規定の新設に伴う条ずれ】 

 「第 30条」→「第 37条」 

【規則改正に伴う規定整備】 

 ○ 「勤務時間規則第30条第２項及び第３項」 

→「勤務時間規則第30条第２項」 

 ○ 派遣日勤講師についての第32条第２項第３号の適用に係る読替え規

定を整備 

文 言 整 備 

第７条第３項・第４項 

第９条 

第38条 

【文言整備】 

 「地方公務員法」→「法」に読替え 

【期末手当に関する規定の新設に伴う条ずれ】 

 「第31条」→「第38条」 

施 行 期 日 

附則第１項 

平成 32年４月１日 

施行 に伴う措置 

附則第２項 

附則第３項 

○ 施行日の前日に任用されていた日勤講師は、再度任用できる前年度に

任用されていた者とみなし、再度任用の回数の上限は、教育長が別に定

める。 

○ 改正前の規則による介護時間の取得の初日は改正後の規則による介

護時間の取得の初日とみなす。 
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24 職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則の一部を改正す

る規則【協議】 

  給与条例の改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 

内           容 

扶養手当に係る特

例措置 

附則第２条第１項 

附則第３条第１項 

 

【文言整備】 

 「条例附則第８項」 → 「条例附則第９項」 

施 行 期 日 

附則 

 

 

 

 

 平成 32年４月１日 

25 職員の給与に関する条例第10条第３項第１号に規定する東京都規則で定

める職員を定める規則の一部を改正する規則 

  給与条例の改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

表 

 

【公安職給料表の級統合に伴う文言整備】 

 「８級」→「７級」 「７級」→「６級」 

施 行 期 日 

附則 

 

 平成 31年４月１日 

26 職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

  公安職給料表の級統合等に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

行（一）４級等職

員及び行（一）５

級等職員 

第３条の２ 

【公安職給料表の級統合に伴う文言整備】 

「８級又は７級」→「７級又は６級」 

「９級」→「８級」 

在 職 期 間 

第４条第２項 

第３項 

【除算制度の改正】 

在職期間の除算事由から病気休暇を削除 

【規定整備】 

上記改正に伴う文言整備 
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団体に派遣された

期間等に係る在職

期間の算定 

別表第１ 

【除算制度の改正に伴う規定整備】 

在職期間の除算事由から、病気休暇に相当する休暇を削除 

職務段階別加算 

別表第２ 

【公安職給料表の級統合に伴う文言整備】 

「９級」～「３級」→「８級」～「２級」 

施 行 期 日 

附則 

公布の日（平成 30年 12月 27日予定） 

公安職給料表に関する規定は平成 31年４月１日から施行 

除算制度の改正に関する規定は平成 30年 12月２日から適用 

27 学校職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

「Ⅱ」の「26」と同様の改正を行う（公安職給料表に関する規定を除く。）。 

28 職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

  給与条例の改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

成 績 率 

第３条の４第１項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１ 

【成績率の範囲の改正】 

勤勉手当の支給割合を 0.10月引き上げることに伴う規定整備 

（指定職及び再任用は 0.05月引上げ（指定職再任用は除く。）） 

  

 

○ 平成 30年 12月期の成績率の範囲 

 
成績率の範囲 (参考：改正後) 

条例に定める 

支給割合 改正後 現行 

指定職 0.9240  ～ 1.2599 0.8800  ～ 1.1999 1.05月 

部長級 0       ～ 1.80 0       ～ 1.75 1.35月 

課長級 0       ～ 2.00 0       ～ 1.80 1.25月 

課長代理級 0.9345  ～ 1.65 0.8455  ～ 1.50 
1.05月 

主任以下等 0.9450  ～ 1.60 0.8550  ～ 1.45 

再
任
用 

指定職 現行のとおり 0.4620  ～ 0.6299 現行のとおり 

管理職 0.5340  ～ 0.85 0.4895  ～ 0.85 0.6月 

監督職 0.4450  ～ 0.60 0.4005  ～ 0.55 
0.5月 

一般職 0.4500  ～ 0.60 0.4050  ～ 0.55 

【公安職給料表の級統合に伴う文言整備】 

「６級又は５級」→「５級又は４級」 

（参考）支給額＝給与月額×期間率×成績率 
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施 行 期 日 

附則 

公布の日（平成 30年 12月 21日予定） 

公安職給料表に関する規定は平成 31年４月１日から施行 

成績率に係る規定は平成 30年 12月１日から適用 

29 学校職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

「Ⅱ」の「28」と同様の改正を行う（公安職給料表に関する規定を除く。）。 

30 学校職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則 

  学校職員給与条例の改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

別 表 

   

第１ 

第２ 

【給料表の改定に準じた支給月額の改定】 

 教育職給料表の引上げに伴う改定（１級～３級） 

 〔特別支援学校に勤務する教員〕 

 〔特別支援学級に勤務する教員〕 

施 行 期 日 

附則 

 平成 31年４月１日 

31 特地勤務手当等支給規程の一部を改正する規程（警視庁） 

  給与条例の改正に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

特地手当の月額 

別表第２ 

【公安職給料表の級統合に伴う規定整備】 

 新１級の算定基礎（給料の月額）の上限を現行２級の額に設定 

施 行 期 日 

附則 

 平成 31年４月１日 
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Ⅲ 人事委員会承認事項の一部改正 

１ 局長級職員の成績率の運用に関する要綱の制定について 

  平成30年の人事委員会勧告に伴う条例・規則の改正により、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 

内           容 

成 績 率 の 内 容 

第３ 

【勤勉手当の支給割合の引上げに伴う規定整備】 

○ 平成 30年 12月に支給する勤勉手当 

（局長級） 

・勤勉月数 1.00月（現行） → 1.05月 

（改正後）           （現 行） 

段階 成績率 

 

段階 成績率 

上位 

1.05超～1.2599月 
の範囲で 

支給の都度定める 
上位 

1.00超～1.1999月 
の範囲で 

支給の都度定める 

中位 

0.9765～1.05月 
の範囲で 

支給の都度定める 
中位 

0.9300～1.00月 
の範囲で 

支給の都度定める 

下位 0.924月 下位 0.88月 

総務局長が別に定めるものの

成績率は、1.05月 

総務局長が別に定めるものの

成績率は、1.00月 

 

※再任用については改正なし 

附 則 

 

平成 30年 12月 21日から施行し、平成 30年 12月１日から適用する。 
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２ 成績率の運用に関する要綱の制定について（知事・議会・監査・選挙管理

委員会・人事委員会・漁業調整委員会） 

  平成30年の人事委員会勧告に伴う条例・規則の改正により、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 

内           容 

行（一）５級等職
員の成績率の内容 

第４ 

【勤勉手当の支給割合の引上げに伴う規定整備】 

○ 平成 30年 12月に支給する勤勉手当 

（部長級） 

・勤勉月数 1.25月（現行） → 1.35月 

 改正後 現 行 

段階 評価 配分 成績率 成績率 

最上位 ５ 10％ 支給の都度定める 

（上限：1.80月） 

支給の都度定める 

（上限：1.75月） 上位 ４ 20％ 

中位 ３ 50％ 1.2555月 1.1625月 

下位 ２ 
20％ 

1.1880月 1.1000月 

最下位 １ 0月    0月 
 

行（一）４級等職
員の成績率の内容 

第５ 

（課長級） 

・勤勉月数 1.15月（現行） → 1.25月 

 改正後 現 行 

段階 評価 配分 成績率 成績率 

最上位 ５ 10％ 
支給の都度定める 

（上限：2.00月） 

支給の都度定める 

（上限：1.80月） 
上位 ４ 20％ 

中位(Ａ) 
３ 

10％ 

中位(Ｂ) 40％ 1.1750月 1.0810月 

下位 ２ 
20％ 

1.1125月 1.0235月 

最下位 １ 0月 0月 
 

行政系課長代理等
職員の成績率の内
容 

第６ 

（課長代理級） 

・勤勉月数 0.95月（現行） → 1.05月 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

最上位 10％ 支給の都度定める 

（上限：1.65月） 

支給の都度定める 

（上限：1.50月） 上位 30％ 

中位 
60％ 

0.9975月 0.9025月 

下位 0.9345月 0.8455月 

対象外  1.0500月 0.9500月 
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行政系主任級以下
及び技能系等職員
の成績率の内容 

第７ 

（主任級以下及び技能系） 

・勤勉月数 0.95月（現行） → 1.05月 
 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

上位 40％ 
支給の都度定める 

（上限：1.60月） 

支給の都度定める 

（上限：1.45月） 

中位 
60％ 

1.0080月 0.9120月 

下位 0.9450月 0.8550月 

対象外  1.0500月 0.9500月 

再任用管理職員の
成績率の内容 

第８ 

（再任用管理職員） 

・勤勉月数 0.55月（現行） → 0.6月 
 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

上位 30％ 
支給の都度定める 

（上限：0.85月） 

支給の都度定める 

（上限：0.85月） 

中位 
70％ 

0.5640月 0.5170月 

下位 0.5340月 0.4895月 

再任用行政系課長
代理等職員の成績
率の内容 

第９ 

（再任用課長代理級） 

・勤勉月数 0.45月（現行） → 0.5月 
 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

上位 40％ 
支給の都度定める 

（上限：0.60月） 

支給の都度定める 

（上限：0.55月） 

中位 
60％ 

0.4750月 0.4275月 

下位 0.4450月 0.4005月 

対象外  0.5000月 0.4500月 

再任用行政系主任
級以下及び再任用
技能系等職員の成
績率の内容 

第１０ 

（再任用主任級以下及び技能系） 

・勤勉月数 0.45月（現行） → 0.5月 
 

 改正後 現 行 

段階 配分 成績率 成績率 

上位 40％ 
支給の都度定める 

（上限：0.60月） 

支給の都度定める 

（上限：0.55月） 

中位 
60％ 

0.4800月 0.4320月 

下位 0.4500月 0.4050月 

対象外  0.5000月 0.4500月 

附 則 平成 30年 12月 21日から施行し、平成 30年 12月１日から適用する。 

教育委員会、警視庁、東京消防庁についても、同様の改正を行う。 
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